
農林水産業分野

現状・背景 研究（実用化）開発のポイント・先進性

浜通り地域への
経済波及効果（見込み） これまでに得られた成果 開発者からの浜通り復興に

向けたメッセージ

研究（実用化）開発の目標

　本事業では、東北大学で実施し
ている、園芸作物を材料とする遺
伝子からフィールドまでの幅広い
研究を背景に、これらを浜通り地
区の農業の復興に役立てることを
目指しています。

　将来、帰還困難区域の指定が解除され、区域内
の農地を利用する場合には、植物工場の技術が重
要になると考えられます。また、この地域での労
働力の確保は重要な課題となると予測されます。
　我々大学の得意分野は教育を通した人材育成にも
あります。大学の研究成果を地域活性化に活かすこ
とができる人材の育成・供給も我々の使命です。こ
の領域での地元企業・大学等との連携を望みます。
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　機能性成分の高含有を保証しうる栽培
方法の開発のためには、栽培環境のス
イートスポット（最適な温度帯）の検索
が必要です。一方で、現実的には、どれ
だけ環境制御への依存度を下げられるか

（より浜通り地区の自然条件にマッチし
た栽培手法が採用できるか）も大きな課
題です。これに先立ち、葛尾村に 2 棟の
温室を整備しました。現在はこの中でそ
れぞれ異なる環境条件を設定しつつ 4 つ
の農作物を育成しています。また、これ
までの研究で開発した IT 機器を配備し、
遠隔操作での監視や水管理等を行ってい
ます。

　日本の中山間農業地域では農業を軸と
する地域経済・社会の振興が課題となっ
ています。その中でも浜通り地区はとりわ
け厳しい環境にあります。いわば課題先
進地としての葛尾村で、新しい植物工場
の活用方法（新規の農作物の栽培・販売
体系確立）が見いだせれば、それが福島
県内のその他の（気候が類似する）中山
間地域においても諸社会課題解決の糸口
となりうる可能性があると考えています。
　2021 年から試験販売に着手し、主に
贈答品市場（約 10 兆円）に食い込む戦
略で、3 年以内での「億円単位」の売り
上げを目指します。

　本事業では、浜通り地区に適した形（自然光 
and/or 人工光）での４つの農作物の植物工場
での栽培体系確立。特産作物の安定供給のため
の栽培スキーム（越冬技術等）の開発。
　機能性成分保証を実現する栽培スキームの確
立。安全・安心を保証する栽培スキームの確立。
上述の ４つの農作物の市場開拓と販売スキー
ムの構築。の 5 つの目標を持っています。

　個人の健康志向や介護等領域での栄養管理のニーズが高まったこと
で、機能性成分高含有の農作物には、一般の農作物とは異なる市場が
形成されつつあります。この農作物の価格帯も一般の市場より高水
準となっています。機能性野菜の国内市場は 2015 年の 11 億円から
2025 年には 140 億円へと急成長が見込まれており 、本市場には大手
食品メーカーなども参入しているものの、東北大学の農業技術によっ
て新機能・高機能を実現することでこれに対抗すること、さらには新
たなニーズを喚起し市場を広げることも可能と考えられます。
　例えばコーヒーは、従来の商品となる種子部分については、フェア
トレードの観点からも、国内にも一定のプレミアムカスタマーが居る
ため、完全国内栽培による高価格取引が期待できます。バナナ・トマト・
マンゴーについては、日本人に食経験があること、バナナについては
機能性成分を高含有する完全食品であることから、ダイエット食品と
しての市場性が期待できます。トマトは、東北大学農学部での研究を
活かし、機能性成分の動態や高含有を遺伝子レベルで証明するための
極めて有用なツールとなります。

　植物工場は国内～福島県内でも数多く先進事
例があるが、栽培体系が確立された農作物はご
く限られます。植物工場自体の採算性のために、
より高付加価値の農作物の栽培体系を確立する
必要があります。
　健康志向を考慮すれば、こうした農作物に求
められるのは機能性成分の高含有であり、栽培
体系に求められるのは機能性成分の高含有の再
現性です。

高機能性食品安定供給技術と、
それによる高機能性特産作物販売体系の確立

実施期間：2018年度～ 2020 年度　実用化計画開発実施場所：葛尾村

　一般消費者の健康志向、安全・安心な農作物への需要の高まりを受け、今後浜通り地域の農業で注目されると
考えられる植物工場の高度利用（既存の作物以外の栽培手法の確立等）を研究しています。植物工場を利用し、
高機能性・高付加価値で、かつ浜通り地域の気候等に適した特産作物（コーヒー・バナナ・マンゴー・トマト）
の栽培体系・販売スキームを確立しようとしています。
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　キノコ類の栽培環境整備には多
額の設備投資が必要であり、小規
模事業者が生産の中心を担ってい
るシイタケは工業化の遅れが見ら
れ、高温帯が必要なキクラゲは国
内の栽培は殆ど行われていません。

本事業を通じて寒冷地における栽培環境を安定再
現できる仕組みを確立するとともに、菌床の原材
料（広葉樹のオガ）を川内村をはじめとした浜通
り地域から調達することで、浜通り由来のキノコ
類の商品開発を目指しています。また浜通り地域
には果樹類の名産品も多く、これらを活用した商
品開発の検討のため、地域の生産者との連携を強
化していきたいと考えています。

プランツラボラトリー株式会社
代表取締役
湯川敦之

　キノコ類栽培の特徴として、散水を頻
繁に行うため栽培室は常時水に濡れた状
態となります。菌床を配置する栽培ラッ
クを移動させる頻度も高く、床面につい
てはコンクリート土間を採用しました。
これを前提に栽培室内の環境制御性能を
発揮するための設計及び施工方法の検証
を行っています。栽培面では宇都宮大学
との共同研究契約を締結し、生産者単独
では実施が困難なキノコ類の成分分析や
内部環境条件と合わせた品質評価、連続
栽培性等を評価して栽培最適条件の抽出
に着手しています。

　シイタケは工業化推進による収量拡大、
キクラゲは現状流通していない国産ブラ
ンドを打ち出し販路を開拓します。
　本事業では栽培環境の均一化を実現す
るインフラと、自動栽培最適化サービス
を連動させているため、専門的なキノコ
栽培経験がない方でも比較的スムーズに
参入できるようパッケージ化を前提に設
計しており、収益性改善という明確な目
的を持った生産者支援統合サービスを構
築します。これにより浜通り及び県内他
地域、その他都道府県を含めたキノコ類
生産を行う生産者への波及効果は大きい
と考えます。

　耐候型 PUTFARM 建設サービスのプロト
構築、自動生産最適化サービスのプロト構築、
G-GAP 取得支援のプロト構築、上記 3 つのプ
ロト構築を通じ、汎用的な生産者支援統合サー
ビスの開発につなげます。

　キノコ類は高温・多湿の環境下での生育を好み、栽培においては、
各生育のフェーズごとに最適とされる光、温度、湿度が異なります。
ただし、従来の建物設備では環境制御が不十分となり生産者の経験や
勘に頼らざるを得ず、これは収量の不安定化に繋がるだけでなく新規
就農者へのハードルともなっています。
　屋内農場システム「PUTFARM」では、従来の生産設備では難しかっ
た温度・湿度を効率的に管理することで栽培環境の再現性を高め、そ
れに最適化された栽培手法の確立を可能にします。
　これにより場所、経験に依存しないキノコ類の生産が可能となります。

　菌床栽培の担い手の高齢化により生産者戸数
は減少傾向にあります。原木栽培に比べ栽培が
容易であるとされる菌床栽培が発達してきたも
のの、栽培条件などは未だ確立されておらず、
属人的な栽培技術・経験に依存した状況が続い
ています。生産者の約 80% が小規模農家が占
めており大きな設備投資は実施しづらいため工
業化が遅れ、結果として年間を通じた安定供給
に課題を残しています。

耐候型屋内農場におけるキノコ類菌床栽培の収益改善

実施期間：2018年度～ 2020 年度　実用化計画開発実施場所：川内村

　寒冷地域において耐候型の低コスト屋内農場で最適な環境を再現し、通年で安定的にキノコ類（シイタケ、キ
クラゲ）の菌床栽培を行います。これにG-GAP 取得支援メニューを組合せた生産者支援統合サービスを課金式で
提供する事業を構築します。
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




